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連結子会社の生産終了及び清算について 

 

このたび当社は、当社連結子会社である Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd.（本社所在地：シンガ

ポール 以下、「ヒタチケーブル・シンガポール社」といいます。）について、2012 年 12 月末をもって

生産を終了し、その後、清算（*）することを決定しましたのでお知らせします。 

 

１．生産終了及び清算の目的 

   当社グループでは、中期経営計画「リニューアル・プラン“BRIDGE”」（対象年度：2010 年度

～2012 年度）において、「高収益企業として復活を果たし、真のグローバル企業への変革を遂げる」

という基本方針のもと、主要施策として「経営基盤の強化と事業構造改革」及び「グローバル成長

戦略の実行」を推進しております。 

   その一環として、東南アジア地区の製造会社の統廃合を実施しております。同地区では、2011

年９月時点において、リードフレームは３社、電子機器用配線材は３社、巻線は２社が製造を行っ

ておりましたが、製造品目の重複や小規模拠点が多数存在することによる経営効率の低さが課題と

なっていました。そこで、これら製造子会社を統廃合することにより、経営効率を向上させ、グロ

ーバル事業を強化することをめざしています。 

   既に、リードフレームでは PHCP, INC.（本社所在地：フィリピン カビテ州）の閉鎖を決定する

とともに、電子機器用配線材では Hitachi Cable (Johor) Sdn. Bhd.（本社所在地：マレーシア ジ

ョホール州）で行っていた太陽電池用平角はんだめっき線やフレキシブル・フラット・ケーブルを

グループ内他社へ集約するなどの施策を実行してきました。 

 

   ヒタチケーブル・シンガポール社は、リードフレームと電子機器用配線材の製造を行ってきまし

たが、アジア地区の他の当社グループ会社と比較して製造コスト面でのメリットが見出せないこと

から、今回、生産終了及び清算を決定したものです。 

 

 
  *本リリースでは、狭義の解散・清算ではなく、広く法人格を消滅させる行為・手続一般をさして清算という用語を使

用しています。なお、シンガポール法における具体的な清算方法については、現在、検討中です。 
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２．生産終了及び清算の概要等 

   今後、ヒタチケーブル・シンガポール社は、製品毎に順次生産を終了し、2012 年 12 月末に全て

の生産活動を終了した後に遅滞なく清算する予定です。 

   なお、従来、ヒタチケーブル・シンガポール社が行っていた事業は、一定の収益性・成長性が今

後も期待できるものについてグループ内他社に集約するものとし、リードフレームはHitachi Cable 

PS Techno (Malaysia) Sdn. Bhd.（本社所在地：マレーシア ヌグリ・スンビラン州）及び日立電線

（蘇州）精工有限公司（本社所在地：中国 江蘇省）に、電子機器用配線材は Hitachi Cable Vietnam 

Co., Ltd.（本社所在地：ベトナム ハイズン省）及び日立電線（蘇州）有限公司（本社所在地：中国 

江蘇省）に移管します。また、将来的にも収益性の改善が見込まれないものについては撤退します。 

 

 

３．今後の見通し 

   今回のヒタチケーブル・シンガポール社の生産終了及び清算にともない、2012 年度において特別

損失を約 10 億円計上する見込みですが、これは 2012 年 5 月 8 日の「平成 24 年 3 月期決算短信」

において公表した平成 25 年 3 月期（2012 年度）通期業績予想に織り込んだ特別損失額の範囲内で

あります。なお、計上する金額や時期については、現在、精査しております。 

 

 

４．ヒタチケーブル・シンガポール社の概要 

（１）商  号：Hitachi Cable (Singapore) Pte. Ltd. 

（２）代 表 者：取締役社長 木村 肇 

（３）所 在 地：シンガポール 

（４）設立年月：1974 年 7 月 

（５）大株主及び持分比率：当社グループ 100％ 

（６）資 本 金：16,000 千シンガポールドル 

（７）事業内容：電子機器用配線材及びリードフレームの製造 

（８）売 上 高：130,349 千シンガポールドル（2011 年度） 

   ＊2011 年度において当社グループは、連結子会社の決算期統一を行ったため、上記売上高には

2011 年 1 月～2012 年 3 月までの 15 か月分が計上されております。 

（９）純 資 産：29,194 千シンガポールドル（2012 年 3 月末現在） 

（10）従業員数：288 人（2012 年 3 月末現在） 

 

 

以 上 


